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市民・市民公益活動団体・ 

事業者・学校など 

 

地域 

課題 

市へ要望するだけでなく、自分たちで出来

ること、行政の役割を決め、協働による事

業を提案する。 

提案 

協働への関心・活躍の場 

市民活動の一層の促進 

効果的な地域課題の解決・ 

市民サービスの向上 

地域活性化と行政とのパートナーシップ 

 

1. 対等の立場 

2. 目的・目標の共有化 

3. 相互自立・相互理解 

4. 役割分担 

5. 情報公開 

6. 自主性の尊重と自立化へ 

市民提案制度(協働政策提案制度) 

フロー図 

事業区分 

① テーマ設定型  

市の政策課題等に基づき、各担当課が市民

公益活動団体と協働することで効果的な

解決ができる事業のテーマを設定し、提案

を募る。 

② 自由提案型  

地域に根ざした活動を行っている市民公

益活動団体の発想から市民サービスの向

上・地域課題の解決等につながる提案を募

る 

 

 

提案制度の意義 

地域の役割 

効 果 

市民提案制度 

NPO政策 

条例第13条第1号から
市民提案制度の整備 

市民公益活動団体の 

登録 

※条例施行規則 

※実  施  要  綱 

※ 規則、要綱のどちらを設置するか 

要綱の柔軟性。規則の担保性。 
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